











いては吉井蒼生夫氏や鈴木正裕氏らの研究がある。吉井氏の研究は法律取調委員会から法典調査会までの組織変遷の過程を描いているものの、概略的説明に終始しており、それらの組織が設置された背景や司法省との関連といった点が明らかにされていない。また、鈴木氏の研究では法律取調委員会や法典調査 の構成員 議事内容という基礎的な はいるものの、吉井氏同様にそれらの組織が持つ特質や評価という点が不明確である。このように先行研究で 政治史との関連がないため、なぜ法典調査会などの法律のチェック機能が必要とされたの（２）た。本稿では筆者のこれまでの研究を念頭に置きつつ、内閣制導入後に司法省が政府内でどの様に位置づけられたかを明らかにしたい。そのために、明治中期、 りわけ内閣制の下での司法省の職権拡大がどのような政局のなかで企図されていったのか、その要因を検討していきたい。この点を通して、 で法律の下案を起草し、内閣や国会 チェックするという現在の法案作成過程の原型ｌすなわち、司法省の政府内での位置づけｌがどのような政治過程のもとで整備されて ったのか、その端緒を らかにした 。
そこで本稿では一八八六年に外務省に設置され、後に司法省に移管された法律取調委員会と、一八九三年に内閣
に設けられた法典調査会 分析対象として 審査 制度化されて く過程 一端を明らかにする。本稿が対象
（３）













































































































































この史料の傍線部には井上馨の意向によって法律取調を司法省へ移管することが企図されており、移管にあたって山田の「見込通に専決」することが条件とされている。山田の「見込通に専決」するとあることから、司法省における法律取調委員会は山田の主導のもと審議がされ、やがては民 の是非をめぐる山田の辞任問題に発展することとなる。 は移管に際して主導権を握るため、波線部にあるよう では「事務多端」 も関わらず引き受ける 伊藤に示していたも と思われる。この書簡の二日後の一八八七年一○月二一日に伊藤は山田を委員長 任故、外務省は法律のチェック機能 いう新たな権限 手放すにいたったのであろうか。明治期に司法省出仕として
（吃）
民 編纂に携わっていた磯部四郎は次のよ に回想している。



















商法、民法、民事訴訟法、枢密院諮諭を経す公布の義に付上奏案今般 御裁可を経候処、民法及民事訴訟法も目下審査中に付、追て上奏裁可を可奉仰筈に有之、右は枢密院官制第六条に拠り同院へ御諮詞あらせらるへきものに候得共、此諸法案は急速発布 要し、殊 各国条約改正の上は一日も早く施行を要すへく、加之各案何れも数百箇条に渉り候ものにて、同院の会議 経るときは迅速の決議にも至り難からん歎・（後略）
この意見書は民法・商法の完成後、内閣に宛てて山田が提出したものである。こ 中で山田は正規の公布手順であるはず 枢密院諮諭を経ずに、条約改正のためと称して商 の「急速発布」を企図していることがわかる。この点は後述するが、急進的かつ独断的な手法で法典を発布すること 山田司法卿 もとでの法典編纂の特色であ こと、 いる。山田が早期施行を目指した要因として、枢密院書記官であった金子堅太郎は、後に「議会が開けて法典問題を出したら、仲々法典問題というものは、二年経っても三年経っても出来やしない。そうすると条約改正は容易に
（脂）


























































箕作・松岡等ノ別二調査スル所ノ民法草案ヲ会読シ、ボァソナード起草ノ草案ヲ棄テ、別調査案ヲ用ユベキヤ否二付討論アリ。此 調査案ハ、其組織ハボア起草案二依拠シタレドモ、原案不用ノ分ヲ削除シ学理的講義的ノ文章ヲ省キ、且其文体モ務メテ我人民二解シ易キ様二修正シ、反訳文ヲ用ヰズ簡明実用ヲ旨トシタルモノニシテ、原案 比スレバ数等我国法 適セリ。故二余（尾崎ｌ報告者補足）之 採用シテ逐条修正ヲ加ヘン事ヲ主張 タレドモ、賛成者総二渡〔正元〕一人ノミ。
尾崎の日記では、箕作麟祥や松岡時敏ら法律の知識を持った官吏から日本の実情に即した民法草案 起草することが提案されたものの 既に完成したボアソナード草案が支 されていたことが記されている。このように法律取調委員会では新規に法を起草しようとする意識が希薄であり、ボァソナード 草案を支持することで、審議の時間を省いていったのである。また こうした早急な審議は尾崎 渡正元を除く殆ど 委員 おいて了解事項となっていたことも十分な審議がつくされなかった原因であろう。
法律取調委員会では、時間のかかる審議を明らかに避けており、山田の意向を踏まえたためか、法の施行が目的




見る。民法延期派の意向を受け入れた政府は法律の再審議を決定する。本節では山田の辞職を受けて、後任の田中が民法・商法をどのように取り扱おうとしたのであろうか。この点を通して、政府の民法・商法に対する姿勢を明法をどの隆 心となっていった。こ ことは条約改正交渉の材料として 法を制定す という色合いの強いものであった。そのため、条約改正交渉を急ぐあまり政局が優先され、法の審議が十分に尽くされないという官吏主導の限界性をもつような審議にな ていったのである。
民法・商法の延期を受け入れた松方内閣で法相 引き受けた田中もまた延期論を唱える。第三議会では衆議院議
員渡辺又三郎ら三六名の議員が商法 一部施行 要望を提出する。こうした部分的ではあっても早期施行を要求する意見に対して、田中は断固として を主張して譲ら かった。渡辺ら 要求に対する田中の第三議会で 答弁らかにしていきたい。には以下の


































磯部の回顧によると、「民法ヲ鋳直」そうとする全面的な改正論者が「延期派」 して台頭 、伊藤 で 法典
（訂）





































（８）国立公文書館所蔵「公文類聚」第二編明治二○年第二巻官職門・職制章程二。（９）前掲鈴木「近代民事訴訟法史」。（皿）元老院への法典編纂機能の移管については、前掲拙稿「旧刑法認識の諸相と明治中期の元老院」。（ｕ）国立公文書館所蔵「公文類聚」第二編明治二○年第二巻官職門・ 制章程二。（吃）磯部四郎「民法編纂ノ由来二関スル記憶談 （「法学協会雑誌」三一巻八号、 九一三年）。（昭）伊藤博文関係 研究会編「伊藤博文関係文書」八巻 六九頁。一八八七年一○月 九日付伊藤博文宛山田顕義瞥簡。（Ｍ）前掲 係 番研究会縞『伊藤博文関係文瞥」八巻、一六八頁、一八八七年 月五日。（略）金子堅太郎「明治初期の 典編纂事業について （「法曹会雑誌」二巻一号、三五頁、一九三三年）。（肥）前掲伊藤博文関係 書研究会編「伊藤博 関係 番」八巻、一七三頁（Ⅳ）前掲拙稿「明治初期の法運用と旧刑法編纂の契機」。（肥）「条約改正関係日本外交文書」二巻、五四七～五六二頁。（岨）五百旗頭薫『条約改正史」有斐閣、二○一○年、二七四～二七五頁。（釦）前掲伊藤博文関係文書研究会編「伊藤博文関係文 」八巻、一六八頁、一八八七年一○月五日付伊藤博文宛山田顕義書簡。（釦）村上一博「東京日々新聞の旧商法延期論」（「 律論叢 六巻四・五号 ○一四 ）では東京商工会の批判以降の報道や社説
が詳細に明らかにされている。









（調）前掲磯部「民法編纂ノ由来二関スル記憶談」。（訂）七戸克彦「法典調査会の構成メンバー」（「ジュリスト」一三三一号、二○○七年）。（詔）七戸克彦「現行民法典を創った人々（１） 法学セミナー 五 九 によると、伊藤の発言は一四番目の多さ
であることも明らかにされている。
（調）前掲伊藤博文関係文瞥研究会編「伊藤博文関係文書」五巻、五一頁。 八九四年五月二七日付伊藤博文宛西園寺公望書簡（㈹）前掲伊藤博文関係文書研究会編「伊藤博文関係文書」五巻、五一頁 一八九三年七月 一 付伊藤博文宛西園寺公望書簡。（“）前掲伊藤隆・尾崎春盛編 尾崎三良日記」下巻、四一～四二頁。 九八四年五月一日。
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